
は  じ  め  に

配偶者等からの暴力（ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ））は、犯罪とな

る行為をも含む重大な人権侵害であり、決して許されるものではありません。

家庭内や個人的な関係で行われることから発見や対応が遅れ、不幸な事件とな

ることもあるこうした暴力をなくすことは、社会全体の願いです。

2001（平成 13）年に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する
法律」が施行されて以降、本県では、3次にわたり「配偶者からの暴力防止及び
被害者支援基本計画」を策定し、市町村や警察等の関係機関や民間団体と連携し

ながら、ＤＶの防止と被害者支援を行ってまいりました。

このたび、３次計画策定後に明らかになった課題等を踏まえ、2022（平成 34）
年度を目標年次とする「愛知県配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画

（４次）」を策定いたしました。

この計画では、ＤＶの防止から相談・保護、被害者の自立支援まで切れ目ない

支援を体系化し、本県のＤＶ防止対策の今後５年間の取組を示しており、相談体

制の充実を図るとともに、若年層への教育・啓発や子どもの心のケア等に重点的

に取り組んでいくこととしております。

県民の皆様をはじめ、計画推進に関わる全ての方々とともに、この計画の基本

目標である「個人の尊厳が尊重され、配偶者からの暴力を許さない社会の実現」

を目指し、全力で取り組んでまいりますので、一層の御理解・御協力をいただき

ますようお願い申し上げます。

最後に、この計画の策定にあたり、御尽力をいただきました基本計画（４次）

策定検討会議の委員の皆様をはじめ、貴重な御意見をいただきました多くの方々

に深く感謝申し上げます。

2018（平成 30）年３月

愛知県知事 大 村 秀 章 
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第１章 

計画策定の基本的な考え方 
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Ⅰ 計画策定の趣旨                           

〇 配偶者（※）からの暴力（以下「ＤＶ」という。）は、犯罪となる行為をも

含む重大な人権侵害であり、決して許されるものではありません。 

ＤＶはその多くが家庭内で起こるため、周囲も気付かないうちに暴力がエ

スカレートし、被害が深刻化しやすいという特性があります。 

また、ＤＶ被害者は多くが女性であり、経済的な自立が困難である女性に

対して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を害し、男女共同参画社会

の実現の妨げの一因になっていると言われております。 

〇 本県では、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」

（2001（平成13）年４月13日法律第31号。以下「ＤＶ防止法」とい

う。）に基づき、2005（平成 17）年 12 月に「配偶者からの暴力防止及

び被害者支援基本計画」を策定し、市町村や警察等関係機関や民間団体と連

携しながら、ＤＶ防止とＤＶ被害者の支援に向けた取組を推進してきまし

た。 

〇 その後、2008（平成20）年３月に２次計画を、2013（平成25）年

３月に３次計画を策定し、関係機関との連携のもと、着実に取組を進めて

きました。 

〇 こうした中、2013（平成25）年６月には、ＤＶ防止法が改正され、生

活の本拠を共にする交際相手からの暴力についても法が準用されることと

なりました。 

〇 この法改正の趣旨や顕在化しているＤＶ被害の状況を踏まえ、現行の３

次計画が計画期間満了を迎えることから、新たな４次計画を策定し、施策

を着実に推進することにより、暴力のない社会の実現を目指してまいりま

す。

※配偶者からの暴力（ＤＶ） 

この計画における「配偶者」とは、婚姻の届出をした夫婦の一方（事実婚を含む。）の 
       みでなく、離婚した元配偶者（事実婚にあった者を含む。）や生活の本拠を共にする交際

相手も含みます。 
また、恋人等親しい男女間の暴力も対象として考えています。 
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年度 国 愛知県

1999

（平成11）

○ 「男女共同参画社会基本法」公布、施行

　（6月）

2000

（平成12）
○ 「男女共同参画基本計画」策定（12月）

○ 「あいち男女共同参画プラン21」策定

　（3月）

2001

（平成13）

○ 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の

　保護に関する法律」（ＤＶ防止法）成立

　（4月公布、10月一部施行）

2002

（平成14）

○ ＤＶ防止法 全面施行（4月） ○ 「愛知県男女共同参画推進条例」施行

　（4月）

○ 愛知県女性相談センターに配偶者暴力相談

　 支援センター機能を付与（4月）

2004

（平成16）

○ ＤＶ防止法改正（6月公布、12月施行）

○ 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の

　保護のための施策に関する基本的な方針」

　策定（12月）

2005

（平成17）

○ 「男女共同参画基本計画（第２次）」策定

　（12月）

○ 「配偶者からの暴力防止及び被害者支援

　基本計画」策定（12月）

2006

（平成18）

○ 「あいち男女共同参画プラン２１」改定

　（10月）

2007

（平成19）

○ ＤＶ防止法改正（7月公布、1月施行）

○ 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の

　保護のための施策に関する基本的な方針」

　策定（1月）

○ 「配偶者からの暴力防止及び被害者支援

　基本計画（２次）」策定（3月）

2010

（平成22）

○ 「第３次男女共同参画基本計画」策定

　（12月）

○ 「あいち男女共同参画プラン2011-

　2015」策定（3月）

2012

（平成24）

○ 「配偶者からの暴力防止及び被害者支援

　基本計画（３次）」策定（３月）

2013

（平成25）

○ ＤＶ防止法改正（7月公布、1月施行）

〇 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の

　保護等のための施策に関する基本的な方

   針」策定（12月）

2014

（平成26）

○ ＤＶ防止法改正

　（4月公布、2015（平成27）年４月施行）

〇 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の

　保護等のための施策に関する基本的な方

   針」一部改正（10月）

2015

（平成27）

○ 「第４次男女共同参画基本計画」策定

　（12月）

○ 「あいち男女共同参画プラン2020」策定

   （3月）

2017

（平成29）

○ 「愛知県配偶者からの暴力防止及び被害者

   支援基本計画（４次）」策定（３月）

国と愛知県の動き
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Ⅱ 計画の基本目標                             

〇 「個人の尊厳が尊重され、配偶者からの暴力を許さない社会の実現」とし

ます。

Ⅲ 策定の基本的考え方                             

〇 社会の中に依然として現存する、男性優位になりがちな、性別に基づく固

定的な役割分担意識を反映した社会構造は、ＤＶ等女性に対する暴力を容認

し繰り返させるだけでなく、ＤＶ被害者の自立を大きく妨げています。 

○ 本県は、このような社会構造の変革をも視野に入れた施策を展開すること

を目指し、以下の５点を基本的な考え方として計画を策定しています。 

① ＤＶは、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であること。 

② ＤＶが行われている家庭の子どもや親族も被害者となること。 

③ ＤＶを防止し、ＤＶ被害者の保護、自立支援は行政の責務であること。 

④ 施策の策定・推進に当たっては、ＤＶ被害当事者の参画や意見を尊重 

すること。 

⑤ 施策の推進は、国、県、市町村等の関係機関と民間団体等の連携・協 

働が不可欠であること。 

Ⅳ 計画の性格                             

〇 この計画は、ＤＶ防止法第２条の３第１項に基づき、本県における配偶者

の暴力対策を体系的に位置付ける基本計画です。 

〇 本県の健康福祉分野の進むべき方向性を示す「あいち健康福祉ビジョン

2020」の個別計画としての性格を合わせもつものです。 

○ 男女共同参画社会の実現に向け本県の取組の方向を示す「あいち男女共同

参画プラン2020」との整合性を図った計画とします。 

〇 市町村及び関係機関等においても、本計画の趣旨を踏まえ、県と連携した

積極的な配偶者暴力対策における取組の推進を期待するものです。 
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Ⅴ 計画の期間                             

〇 この計画は、2018（平成30）年度から2022（平成34）年度までの

５年間を計画期間とします。 

〇 ただし、計画期間中に法律及び基本方針が見直された場合、新たに盛り込

むべき事項等が生じた場合は、必要に応じ見直しを行います。 

Ⅵ 重点目標                                

 〇 ＤＶの防止から被害者一人ひとりの状況に応じた相談・保護、被害者の自

立支援まで切れ目ない支援を推進するため、５つの重点目標に取り組みます。 

重点目標Ⅰ 配偶者からの暴力を許さない県民意識の醸成

重点目標Ⅱ 安心して相談できる体制の整備 

重点目標Ⅲ 安全な保護体制の整備 

重点目標Ⅳ 被害者の自立に向けた支援の推進 

重点目標Ⅴ 関係機関等との連携促進と人材育成 
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①ＤＶ防止に向けた啓発の推進

②若年層への教育・啓発の推進

④愛知県女性相談センターの機能強化

⑤身近な地域での相談窓口の充実

⑥被害者の状況に配慮した相談機能の充実

⑦ 一時保護体制の充実

⑧ ＤＶ被害者の安全確保と加害者対応の拡充

⑨総合的な支援の展開

⑩ 被害者の心のケアの充実

⑪住宅の確保に向けた支援

⑫就業に向けた支援

⑬子どもへの支援

⑭民間支援団体との連携・協働の促進

⑮関係行政機関等との連携促進

⑯職務関係者の研修の充実

Ⅰ 配偶者からの暴力を
許さない県民意識の醸成

Ⅱ 安心して相談できる体制
の整備

Ⅲ 安全な保護体制の整備

Ⅳ 被害者の自立に向けた

支援の推進

Ⅴ 関係機関等との連携促進
と人材育成

重 点 目 標 基 本 施 策

③早期発見体制の充実

Ⅶ 計画の体系 
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一時保護委託

ＤＶ被害者保護・支援の流れ

・暴力の制止
・被害者の保護
・被害発生防止
のために必要
な措置・援助

児童相談所

保健所

その他相談機関

関係機関

相談

【業務】
・相談及び相談機関の紹介
・カウンセリング
・一時保護及び緊急時の安全確保
・自立支援のための情報提供等
・保護命令制度の利用に関する情報提供
・シェルター等の利用に関する情報提供

愛知県女性相談センター
（配偶者暴力相談支援センター）

医
療
機
関
関
係
者

県
民

受診

通報

警察市町村

福祉事務所
・生活保護等の支援

配
偶
者
暴
力
相
談

支
援
セ
ン
タ
ー

相
談
窓
口

連携

一時保護

・相談
・シェルターの運営

民間団体

連携

婦人保護施設

措
置

母子生活支援施設

自立支援施設

措
置

一時保護
依頼

【保護命令】
・接近禁止（6か月）
・住居からの退去、住居付近
のはいかい禁止（2か月）
・同居する子への接近禁止
（6か月）
・親族等への接近禁止（6か月）
・電話、メール等の禁止（6か月）

地方裁判所

保
護
命
令
申
立

保護命令
申立の支援

Ｄ Ｖ 被 害 者
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